
鳥取市商工会補助金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、鳥取市商工会補助金（以下「本補助金」という。）について、鳥取市補助金等交付

規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、本市域内に存続する商工会（商工会法（昭和３５年法律第８９号）に規定する商工

会をいう。以下同じ。）の運営及び小規模事業経営支援事業等を支援することにより、本市商工業の総

合的な改善発達に資することを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者は、本市内の商工会とする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）の区分は、次のとおりとす

る。 

（１）小規模事業経営支援事業に要する経費 

（２）商工業の振興と安定及び福祉の増進を図るために行う事業の実施に要する経費 

（３）組織の維持・管理に要する経費 

（４）その他市長が必要と認める経費 

 

（補助金の算定） 

第５条 本補助金は、別表第１欄に掲げる補助対象経費の額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消

費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに

係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規

定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額をいう。以下同じ。）を除く。）から国、県及び鳥取県

商工会連合会の交付する小規模事業経営支援事業費補助金並びに国、県、市及び鳥取県商工会連合会の

交付する補助金のうち市長が指定するものの額を控除した額に、同欄に掲げる補助対象経費の区分に応

じ、それぞれ同表第２欄に掲げる補助率を乗じて得た額以内で算定し、予算の範囲内で交付する。ただ

し、同表第３欄に掲げる額を限度額とする。 

 

（交付申請） 

第６条 本補助金の交付申請は、申請しようとする年度の６月１０日までに行わなければならない。 

２ 規則第４条第４号の市長が必要と認める書類は、補助金所要額調書（様式第１号）とする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請にあたり、当該者が免税事業者、簡易課税事業者、



特定収入割合が５％を超えている公益法人等（消費税法別表第３に掲げる法人及び同法第２条第１項第

７号に規定する人格のない社団等）であるとき、又は仕入控除税額が明らかでないときは、仕入控除税

額を含む補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲

内で交付申請をすることができる。 

４ 市長は、前項の規定による申請を受けたときは、前条の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む額の

範囲内で交付決定をすることができる。この場合においては、仕入控除税額が明らかになった後、速や

かに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」とい

う。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

 

（交付時期） 

第７条 本補助金は、商工会の運営及び小規模事業経営支援事業が円滑に行われるよう概算払により交付

する。 

 

（承認を要しない変更） 

第８条 規則第９条第１項の市長が別に定める軽微な変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

(１) 本補助金の増額 

(２) 本補助金の２割を超える減額 

 

（着手届の提出） 

第９条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合とし、同項に

規定する着手届の提出を要しないものとする。 

 

（実績報告） 

第１０条 規則第１２条に規定する実績報告は、翌年度の４月１４日までに提出しなければならない。 

２ 規則第１２条第４号の市長が必要と認める書類は、様式第１号とする。 

３ 本補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当たり、その時点で明ら

かになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額

（以下「交付決定控除税額」という。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除し

て報告しなければならない。 

４ 補助事業者が、仕入控除税額を含む額で交付決定を受けた一般課税事業者であり、実績報告の後に、

申告により仕入控除税額が確定した場合においては、様式第２号により速やかに市長に報告を行うこと

とする。なお、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超える場合は、当

該交付決定控除税額）を超えるときは、市長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を市に返

還しなければならない。 

 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、経済観光部長が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年１１月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、平成１９年６月７日から施行し、平成１９年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年５月１日から施行し、平成２０年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月７日から施行し、平成２７年度の補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年４月１７日から施行し、令和８年度の補助金から適用する。  



別表（第５条関係） 

１ 補助対象事業 

２ 補助率 ３ 限度額 

区分 補助対象費目等 

第４条第１号に定める経費 経営改善普及事業費 ３分の２ 当該地域内の商工業者（当該年度の４月１日現在）１事業所

当たり５１５０円で算定した額に、商工会が所管する町につ

いて１町当たり１０３万円で算定した額を加えた額 

第４条第２号に定める経費 地域総合振興事業費 ３分の２ 商工会が所管する町について１町当たり１１０万円で算定

した額 

 

第４条第３号に定める経費 管理費のうち、旅費、事務費（公租公課

を除く）、家屋費、会議費、負担金（県連

合会会費を除く）、車両維持費、雑費、消

耗備品費 

 

２分の１ 商工会の本所１箇所につき１００万円で算定した額 

第４条第４号に定める経費 協議により、市長が特に必要と認めた経費及び額とする。 

 

 備考 １ 「補助対象費目等」の費目は、商工会の予算上の費目による。 

    ２ 「商工会が所管する町」とは、平成１６年１０月３１日現在の国府町、福部村、河原町、用瀬町、佐治村、気高町、鹿野町又は青谷町の区域をいう。 

    ３ 別表第４条第１号に定める経費の項から同表第４条第３号に定める経費の項までの３つの区分に係る補助金は、第６条第２項に規定する補助金所要

額調書において算定された当該３つの区分の補助金の合計額の範囲内において、各区分の限度額にかかわらず、各区分間での流用ができるものとする。

ただし、この場合における流用後の各区分の補助金の額は、当該補助金所要調書において算定された当該区分の算定額を上限とする。



（ 様式第１ 号： 第６条、 第１ ０条関係）

  　 年度　 鳥取市商工会補助金所要額調書 （  申　 請　 書 ・  実績報告書 ）
※ ○　 　 　 いずれかを で囲む

(円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ＝Ｂ－Ｃ Ｅ Ｆ ＝Ｄ×Ｅ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ ＝Ｉ －Ｈ

① 黄色の塗り潰し部分のみデータを入力してく ださい。 その他は、 自動計算となっています。 限度額は、 「 限度額計算書」 のデータが反映されます。

② 補助額は、 算定額(Ｆ )と限度額(Ｇ)を比較して少ない方の額とします。

③ 総事業費、 算定額等で端数が生じた場合は、 小数点以下を切り捨てて入力く ださい。

④ ｢交付決定額｣は、 実績報告の時に入力してく ださい。

● 消費税の取扱い
（ 一般課税事業者　 ・ 　 簡易課税事業者　 ・ 　 免税事業者　 ・ 　
  特定収入割合が５％を超えている公益法人　 ・ 　 仕入控除税額が明らかでない一般課税事業者）
※ いずれか該当するものに〇をしてく ださい。

計（ １ ～３ の計）

 ２  第４条第２号に定める経費

 (地域総合振興事業費)

 ３  第４条第３号に定める経費
（ 管理費のうち、 旅費、 事務費（ 公租公課
を除く ） 、 家屋費、 会議費、 負担金（ 県連
合会会費を除く ） 、 車両維持費、 雑費、 消
耗備品費）

 ４  第４条第４号に定める経費

 １  第４条第１号に定める経費

事業費

 (経営改善普及事業費)

事業名
うち補助対
象事業費

補助率

2/3

2/3

算定額 補助額差引額
収入額

(他補助金
等)

交付決定額
差　 　 引
過不足額

○　 商工会名： 鳥取市 商工会

限度額

1/2



(別紙)

※ どちらかを囲んでく ださい。 商工会名：

１ 　 第４条第１項第１ 号に定める経費

○ ○ ○町 町 町 計

商工業者数 0 5, 150 0 

所管する町 0 1, 030, 000 0 

0   ← １ 　 限度額

２ 　 第４条第１項第２ 号に定める経費

○ ○ ○町 町 町 計

所管する町 0 1, 100, 000 0 

0   ← ２ 　 限度額

３ 　 第４条第１項第３ 号に定める経費

計

1, 000, 000 0 

0  ← ３ 　 限度額

金額
（ 円）

単　 価
（ 円）

限 度 額 計 算 書 （  申   請  ・  実   績  ）

商工会

○鳥取市 商工会

単　 価
（ 円）

金額
（ 円）

金額
（ 円）

単　 価
（ 円）



様式第２号（第１０条関係） 

 

年 月 日 

 

鳥取市長 様 

 

住所 

氏名 

 

年度仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

    年  月  日付け鳥取市指令受経経第   号で交付決定のあった鳥取市商工会補助金について、鳥取市

商工会補助金交付要綱第１０条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 鳥取市補助金等交付規則第１２条の２に基づく確定額  金            円 

   （   年  月  日付け受経経第     号による額の確定通知額） 

 

２ 消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

                                                        金            円 

 

３ 補助金の額の確定までに減額した仕入控除税額    金            円 

 

４ 補助金返還額（２から３の額を差し引いた額）        

金            円 

 

５ 添付資料 

（１） この補助金の交付を受けた時期を課税期間に含む消費税及び地方消費税の確定申告書（第１表）の写し 

（２） 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算方法や積算内訳等を記載した書類 

（３） 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算書の写し 

 

 


